生駒市農地造成指導要綱

　（目的）

第１条　この告示は、農地法（昭和２７年法律第２２９号。以下「法」という。）の規定による農地の転用許可等が不要とされる農地造成の指導に関し必要な事項を定め、もって市内における優良農地を確保するとともに、周辺農地等の整備を図り、農業経営の改善及び農業生産力の強化に資することを目的とする。
　（用語の意義）

第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）農地造成：農地を耕土又は土砂により盛土若しくは切土することをいう。
（２）耕土：現在当該農地にある土をいう。

（３）土砂：当該農地に持ち込もうとする耕作に適した土をいう。なお、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条に規定する廃棄物（一般廃棄物、産業廃棄物及び特別管理一般廃棄物、特別管理産業廃棄物）が混入しないものとする。

（４）耕作者：法第２条に規定する農地の所有者又は法第３条の許可を受けている者をいう。

（５）事業主：農地造成に係る農地の耕作者をいう。

（適用範囲）

第３条　この告示は、第１条に規定する農地造成に関して適用するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するものについては適用しないものとする。
（１）国又は地方公共団体等が行う公共公益事業に係るもの

（２）非常災害のため必要な応急措置として行う行為。ただし、当該行為後は原状復旧することを原則とする。

（３）その他農業委員会が適当と認めた行為

　（事業主の責務）

第４条　事業主は、農地造成に係る工事を実施するに当たっては、法第２条の２の規定に基づき農地の効率的な利用を確保するとともに、次に掲げる事項を遵守することにより、近傍の土地、住民生活、産業活動に与える被害又は災害を防止し、周辺の環境を保全するよう努めるものとする。

（１）農地造成に係る表土は、耕土を用い、耕作に適する厚さを確保すること。

（２）農地造成の地表面は、原則として周辺の道路面を越えないこと。

（３）当該土地に隣接する既存の用排水路の機能を維持すること。

２　事業主は、当該工事を実施するに当たっては、次の各号に掲げる農地の周辺関係者の同意を得るように努めるものとする。
（１）隣接農地の所有者及び耕作者

（２）当該農地において地上権及び地役権を設定している場合にあっては、その権利を有する者

（３）当該農地において所有権移転及び前号に掲げる権利の仮登記を設定している場合にあっては、その権利を有する者

（４）切土行為における土砂処分地の所有者

３　事業主は、当該工事の工事期間（以下「工期」という。）について、６ヶ月以内となるよう設定するものとする。ただし、工期が６ヶ月を超える場合は、法第４条の規定による許可を受けるものとする。
４　事業主は、当該工事の実施に伴う苦情又は紛争が生じたときは、誠意をもってその解決に当たるものとする。

５　事業主は、この告示に定める事項のほか、法及びその他関係諸法令を遵守しなければならない。

　（農地造成の届出）

第５条　農地造成に係る工事をしようとする事業主は、各月２５日までに農地造成工事届出書（様式第１号。以下「届出書」という。）を農業委員会に提出しなければならない。

２　前項の規定は、工事着手後に計画変更しようとする場合について準用する。

３　農業委員会は、前２項の規定により届出書が提出されたときは、書類審査及び現地調

査を行うとともに、農業委員会会議において次に掲げる事項について協議するものとす

る。

（１）当該工事の実施に当たり、前条第１項から第３項までの規定の遵守が図られるか。
（２）当該土地が農地造成後において、農地以外に利用される見込みがないか。
（３）工期内に埋立を完了するのに必要な耕土及び土砂を確保しているか。

（４）他法令に関係する各課との事前協議がされているか。

（５）その他不適当と認められることがないか。

４　農業委員会は、前項の規定による会議の結果、届出に係る農地造成の内容が適当と判断したときは、農地造成工事受理通知書（様式第２号）を事業主に通知するものとする。

５　農業委員会は、第３項による会議の結果、届出に係る農地造成の内容が不適当と判断したときは、是正指導通知書（様式第３号）により必要な指導を通知することが

　できる。

６　前２項による通知は、会議後速やかに行うものとする。

７　第５項の規定による通知を受けた事業主は、当該書類に示された指導内容について是

正する場合は、速やかに是正計画書（様式第４号）を農業委員会に提出するものとする。

８　農業委員会は前項の是正内容を確認の結果、届出に係る農地造成の内容が適当と判断したときは、農地造成工事受理通知書（様式第２号）を事業主に通知するものとする。

　（工事の着手）

第６条　事業主は、当該工事に着手しようとするときは、農地造成工事着手届（様式第５号）を農業委員会に提出するものとする。

　（報告書の提出）

第７条　事業主は、工事の施工中において、１月に１度、農地造成工事報告書（様式第６号）を農業委員会に提出しなければならない。

　（状況報告等）

第８号　農業委員会は、必要に応じて事業主に工事の執行状況等の報告を求め、現地調査を行うことができる。

２　農業委員会は、前項の調査の結果、当該工事が施工計画又は承認条件に基づいて行われていないと認めたときは、事業主に対し必要な指導を行うことができる。
　（工事の中止）

第９条　農業委員会は、事業主が前条の指導にかかわらず、工事を施工計画又は承認条件に基づいて行わないときは、工事の中止を指示することができる。

　（工事の延期）

第１０条　事業主は、やむを得ない事情によりあらかじめ届け出た工期を延長しようとするときは、第５条第１項に規定する届出書を農業委員会に提出しなければならない。この場合において、延長しようとする工期は６ヶ月を上限とする。
２　前項の規定により届出書を提出する場合において、延長前に提出した計画事項等に変更がないときは、届出書に添付すべき書類を省略することができるものとする。

３　第５条第３項から第８項までの規定は、第１項の規定により届出書が提出された場合について準用する。
　（届出の取下げ）

第１１条　事業主は、第５条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）又は前条第１項の規定により提出した届出書を取り下げる場合は、農地造成工事届出取下げ申出書（様式第７号）を農業委員会に提出するものとする。

　（工事の完了）

第１２条　事業主は、当該工事が完了したときは、遅滞なく農地造成工事完了届（様式第８号）を農業委員会に提出するものとする。

　（工事の確認）

第１３条　農業委員会は、前条の規定により完了届が提出されたときは、第５条第４項及び第８項（第１０条第３項において準用する場合を含む。）の規定による通知書の交付を受けた届出の内容（以下「届出内容」という。）に基づき内容を確認しなければならない。

２　農業委員会は、前項の規定による確認の結果、当該工事が届出内容のとおり完成したと認めるときは、農地造成工事完了確認書（様式第９号）を事業主に交付する。
３　農業委員会は、第１項の規定による確認の結果、当該工事が届出内容のとおり完成していないと認めるときは、事業主にその理由を求め、期限を定めて工事の是正を指導することができる。

４　前項の規定による指導を受けた事業主が工事の内容を期限までに是正しないときは、農業委員会は事業主に事情を聴取し、法第２条の２の規定に基づき当該農地の農業上の適正かつ効率的な利用を確保するよう指導するものとする。
　（その他）

第１４条　この告示に定めのない事項については、農業委員会会長が別に定める。

　　　附　則

　（施行期日）

　この告示は、平成２６年４月１日から施行する。

　　　附　則

　（施行期日）

　この告示は、令和３年１２月１０日から施行する。

　様式第１号（第５条関係）

農地造成工事届出書

令和　　年　　月　　日

　生駒市農業委員会会長　様

事業主

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　

電話番号

　下記のとおり農地造成をしたいので届出ます。

	１　土地の表示
	土地の所在
	地番
	地目
	地積
	備考

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	
	
	㎡
	

	
	合計
	田　　筆　　　㎡　　畑　　筆　　　㎡

計　　筆　　　㎡

	２　工事の内容
及び理由
	

	３　工事規模等
	盛土量
盛土高
	　　　　　　㎥
耕土　　　　m

土砂　　　　m
	切土量
切土深
	　　　　　　㎥
最大　　　　m



	
	盛土の土質及び搬入元
　土質

　搬入元の所有者

　住所

　法人名

　氏名
	切土の処分先
　土地の所在

　土地の地目

　土地の所有者

	４　付近の土地等
　への被害防止措置の概要
	

	５　工事期間
	着手予定年月日　　　　　令和　　年　　月　　日
完了予定年月日　　　　　令和　　年　　月　　日

	６　事業主以外の
　権原者
	住所
氏名　　　　　　　　　　　　　
	権原の種類
	


【添付書類】土地の登記事項証明書、土地の公図（写し）、位置図、計画図、隣接者同意書
　水利組合（自治会長）同意書、切土処分地所有者同意書、営農計画書、その他参考書類

　様式第２号（第５条関係）

農地造成工事受理通知書

生農委　第　　　　　号

令和　　年　　月　　日

様

生駒市農業委員会

会長　　　　　　　　印

　令和　　年　　月　　日付けで届出書の提出された農地造成については、下記の条件を付して受理しますので、農地造成指導要綱（平成２５年生駒市農業委員会告示第２号。以下「指導要綱」という。）第５条第４項の規定により受理通知書を交付します。

記

１．土地の表示

	土地の所在
	地番
	地目
	地積
	備考

	
	
	
	　　　　㎡
	

	
	
	
	　　　　㎡
	

	
	
	
	　　　　㎡

　　　　㎡
	


２．条　件

（１）　届出書及び届出書添付書類の記載事項と事実に相違あることが判明したときは、この受理を取り消すことがある。

（２）　当該工事に用いる耕土及び土砂に、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条に規定する廃棄物（一般廃棄物、産業廃棄物及び特別管理一般廃棄物、特別管理産業廃棄物）が混入していないこと。
（３）　この受理による当該工事の工期は　　年　　月　　日までとする。

（４）　工期内に埋立を完了するのに必要な量の耕土及び土砂を確保のうえ、工事に当たること。

（５）　当該工事に当たっては、この受理通知書の複写を現地に掲示すること。

（６）　近傍土地及び住民生活等に被害を与えないこと。

（７）　当該工事が完了したときは、指導要綱第９条の規定による書類を速やかに提出すること。

（８）　当該工事に当たっては、指導要綱及び農地法（昭和２７年法律第２２９号）等関係諸法令等を遵守のこと。

（９）　上記農地の農地造成につき、農地法等の趣旨に鑑み他の用途に使用することなく耕作の事業を営み、農地を効率的に利用すること。

　様式第３号（第５条関係）
是正指導通知書

生農委　第　　　　　号

令和　　年　　月　　日

様

生駒市農業委員会

会長　　　　　　　　　　　印

　令和　　年　　月　　日付けで届出書の提出された農地造成について、農地造成指導要綱（平成２５年生駒市農業委員会告示第２号）第５条第５項の規定により下記のとおり是正指導いたします。

記

　指導内容

　様式第４号（第５条関係）

是正計画書

令和　　年　　月　　日

　
生駒市農業委員会会長　様

事業主

住　所

氏　名　　　　　　　　　

電話番号

　是正指導通知書において通知された指導内容については、下記のとおり是正します。

記

　是正内容

　様式第５号（第６条関係）

農地造成工事着手届
令和　　年　　月　　日

　生駒市農業委員会会長　様

事業主

住　所

氏　名　　　　　　　　
電話番号

　農地造成指導要綱（平成２５年生駒市農業委員会告示第２号）第５条第１項の規定により届け出た下記の工事について、着手したので農地造成指導要綱（平成２５年生駒市農業委員会告示第２号）第６条の規定により届け出ます。
記

１．工事の実施場所

	土地の所在
	地番
	地目
	地積
	備考

	
	
	
	　　　　㎡
	

	
	
	
	　　　　㎡
	

	
	
	
	　　　　㎡
	

	
	
	
	　　　　㎡
	


２．工事着手年月日　　　　　　令和　　年　　月　　日
３．工事完了年月日　　　　　　令和　　年　　月　　日

４．添付書類

（１）工事着手前の写真（当該土地の全景が撮影された対角方向以上の写真）１部　　　

第６号様式（第７条関係）

農地造成工事報告書
（　　　年　　月分）

令和　　年　　月　　日

生駒市農業委員会会長　様

事業主
住　所
氏　名　　　
　　　　　　　

電話番号

　農地造成指導要綱第７条の規定により、工事の状況について報告します。
記

１．受理年月日及び番号　　　　　年　　月　　日　　　生農委第　　　号
２．工事場所　　　　　　生駒市（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
３．承認工期　　　　　　　　　　年　　月　　日　から　　　年　　月　　日　まで

４．土砂搬出入実績及び計画　　　　（搬出計画土量　　　　　　　　　㎡）
	区分
	過去１月の実績（　　月分）
	着工からの累計
	今後１月の計画

	土砂の種類
	
	
	

	土量
	㎡
	㎡
	㎡

	運搬車両台数
	　　ｔ車　　　台
	　　ｔ車　　　台
	　　ｔ車　　　台


	区分
	過去１月の実績（　　月分）
	着工からの累計
	今後１月の計画

	土砂の種類
	
	
	

	土量
	㎡
	㎡
	㎡

	運搬車両台数
	　　ｔ車　　　台
	　　ｔ車　　　台
	　　ｔ車　　　台


（注）１　報告書は１部提出のこと。
　　　２　添付書類
（1） 過去１月の日別土砂搬出入実績（土量及び運搬車輛台数）
（2） 工程表（過去１月の計画と実績及び今後１月の計画）
（3） 工事状況写真
（4） 写真撮影方向図

　様式第７号（第１１条関係）

農地造成工事届出取下申出書

令和　　年　　月　　日

　生駒市農業委員会会長　様

事業主

住　所

氏　名　　　　　　　　　　

電話番号

　令和　　年　　月　　日付けで農地造成工事届出書を提出しましたが、下記理由により取下げることを申し出ます。

記

１．土地の表示

	土地の所在
	地番
	地目
	地積
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


２．理由

　様式第８号（第１２条関係）

農地造成工事完了届
令和　　年　　月　　日

　生駒市農業委員会会長　様

事業主

住　所

氏　名　　　　　　　　　　

電話番号

　令和　　年　　月　　日付けで届け出た下記の工事について、完了したので農地造成指導要綱（平成２５年生駒市農業委員会告示第２号）第１２条の規定により届け出ます。

記

１．工事の実施場所
	土地の所在
	地番
	地目
	地積
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


２．工事着手年月日　　　　　　　令和　　年　　月　　日

３．工事完了年月日　　　　　　　令和　　年　　月　　日

４．添付書類

（１）工事完了写真　１部

　　※写真の要件

　　ア．盛土工法にあっては、盛土の搬入作業、耕土の厚さが判断できる写真

　　イ．切土工法にあっては、搬出先の土地の搬入前及び搬入後の状況がわかる写真

　　ウ．当該土地の全景が撮影された対角方向以上の写真

　様式第９号（第１３号関係）

農地造成工事完了確認書

生農委　第　　　　　号

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

生駒市農業委員会

会長　　　　　　　　印

　令和　　年　　月　　日付けで提出された農地造成工事完了届について、工事が完了したことを確認しましたので農地造成指導要綱（平成２５年生駒市農業委員会告示第○号）第１３条第２項の規定により確認書を交付します。

　なお、当該土地の所有者及び利用権原者は農地法（昭和２７年法律第２２９号）第２条の２の規定により農地の効率的な利用を確保する責務があり、また同法第３０条の規定により農業委員会は農地の利用状況について調査することを申し添えます。

記

１．工事の施工場所

	土地の所在
	地番
	地目
	地積
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


２．利用状況

３．工事完了確認年月日　　　　　　令和　　年　　月　　日
